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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

連結経営指標等 

  

 
(注) 1  当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。  

2  売上高には、消費税等は含まれていない。 

3  潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、第87期第３四半期連結累計期間及び第87

期は、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、第87期第３四半期連結会計期間及び第88期第３

四半期連結累計期間並びに第88期第３四半期連結会計期間は潜在株式が存在しないため記載していない。 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第87期

第３四半期連結
累計期間

第88期
第３四半期連結

累計期間

第87期
第３四半期連結

会計期間

第88期 
第３四半期連結

会計期間
第87期

会計期間

自  平成21年
    ４月１日 
至  平成21年 
    12月31日

自 平成22年 
   ４月１日 
至 平成22年 
   12月31日

自 平成21年
    10月１日 
至  平成21年 
    12月31日

自 平成22年  
   10月１日  
至 平成22年  
   12月31日

自  平成21年
    ４月１日 
至  平成22年 
    ３月31日

売上高 (百万円) 295,529 405,193 117,781 122,530 424,477 

経常利益 (百万円) 17,310 19,022 9,306 3,833 23,707 

四半期(当期)純利益 (百万円) 7,364 9,306 3,933 2,652 8,391 

純資産額 (百万円) ― ― 143,094 152,016 144,120 

総資産額 (百万円) ― ― 232,172 272,834 269,464 

１株当たり純資産額 (円) ― ― 915.26 972.36 921.83 

１株当たり四半期 
(当期)純利益金額 

(円) 47.11 59.53 25.16 16.96 53.67 

潜在株式調整後 
１株当たり四半期 
(当期)純利益金額 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 61.63 55.72 53.48 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 16,911 14,705 ― ― 29,970 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △20,448 △5,060 ― ― △22,128

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △6,261 △16,984 ― ― △9,563

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高 

(百万円) ― ― 50,257 50,995 58,335 

従業員数 (名) ― ― 4,883 4,847 4,818 
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当第３四半期連結会計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更

はない。 

また、主要な関係会社に異動はない。 

  

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。 

  

(1) 連結会社の状況 

平成22年12月31日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員であり、臨時従業員は〔 〕内に当第３四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載して

いる。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成22年12月31日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員であり、臨時従業員は〔 〕内に当第３四半期会計期間の平均人員を外数で記載してい

る。 

  

  

２ 【事業の内容】

３ 【関係会社の状況】

４ 【従業員の状況】

従業員数(名) 4,847〔1,564〕

従業員数(名) 2,385〔821〕
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第２ 【事業の状況】 

(1) 生産実績 

当第３四半期連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりである。 

 
(注) １ 金額は、販売価格による。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれていない。 

  
(2) 受注実績 

自動車関連部門は日産自動車㈱より生産計画を受け、これに基づき当社の生産能力等を勘案して生産

計画を立て、生産を行っている。 

  
(3) 販売実績 

当第３四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりである。 

 
(注) １ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

 
２ 上記金額には、消費税等は含まれていない。 

  

当第３四半期連結会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動

等又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はない。 

  

該当事項なし。 

  

１ 【生産、受注及び販売の状況】

セグメント 台数(台) 金額(百万円)
 

前年同四半期比(％) 前年同四半期比(％)

自動車関連 50,951 ― 121,155 ―

その他 ― ― 1,375 ―

合計 50,951 ― 122,530 ―

セグメント 台数(台) 金額(百万円)
 

前年同四半期比(％) 前年同四半期比(％)

自動車関連 50,951 ― 121,155 ―

その他 ― ― 1,375 ―

合計 50,951 ― 122,530 ―

相手先
前第３四半期連結会計期間 当第３四半期連結会計期間

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％)

日産自動車㈱ 115,129 97.7 120,495 98.3 

２ 【事業等のリスク】

３ 【経営上の重要な契約等】
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文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）

が判断したものである。 

(1) 業績の状況 

当第３四半期連結会計期間のわが国経済は、一部に景気回復の兆しが見られたものの、円高が長期化

し、雇用や個人消費が低い水準で推移するなど、先行きが不透明な状態で推移した。 

このような経済情勢の下、当社が日産自動車株式会社から受注している自動車は、昨年４月に生産開

始の輸出向け「新型インフィニティＱＸ５６」や７月に生産開始の「新型エルグランド」、１１月に生

産開始の輸出向け「クエスト」の増加はあるものの、昨年９月に生産を終了した「セレナ」の減少など

により、売上台数は前年同期と比べ24.8％減少の50,951台、売上高はモデルミックスの影響などにより

4.0％増加の1,225億円となった。営業利益は新車準備費用の増加などにより61.7％減少の39億円、経常

利益も58.8％減少の38億円、四半期純利益も32.6％減少の26億円となった。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は509億円と

なり、前第３四半期連結会計期間末に比べ7億円（前第３四半期連結会計期間比1.5％）増加した。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は、売上債権の回収の増加などにより、前第３四半期連結会計期間に比

べ14億円（19.8％）増加の85億円となった。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は、固定資産の取得による支出の減少などにより、前第３四半期連結会

計期間に比べ20億円（52.5％）減少の18億円となった。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は、リース債務の返済による支出の増加などにより、前第３四半期連結

会計期間に比べ41億円（155.1％）増加の68億円となった。 

  

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はない。 

  

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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(4) 研究開発活動 

当社グループは、日産グループ共通のビジョン「日産：人々の生活を豊かに」の実現に向け、「わた

くしたちは、グローバルな環境の変化に対応し、お客さまに魅力ある、質の高いクルマとサービスを、

タイムリーにミニマムコストでお届けします」をミッションとして掲げ、取り組んでいる。 

 具体的には、「当社のモノづくりの専門性、特徴を生かし、技術の蓄積と商品力の向上を図ること

で、当社が分担するＬＣＶのグローバル開発とＰＶ車群の一部の開発を担い、日産グループに貢献して

いく」を掲げ、開発力の強化に取り組んでいる。 

  

①開発体制 

 当社開発部門は、日産自動車㈱よりＬＣＶ、小型乗用車および当社生産車の車両開発委託を受け開

発を推進している。 

 また、特装開発の一部を連結子会社の㈱オートワークス京都が担当し推進している。 

  

②新商品の投入状況 

 当社生産車において国内向けでは、「ＮＶ２００バネットタクシー」を発売、及び「ＮＶ２００バ

ネット」に新グレードを追加した。又、「キャラバン」にディーゼルエンジン搭載車を追加、併せて

特別仕様車を発売した。 

 当社が生産しない車では、「キューブ」の特別仕様車発売と「ノート」を一部改良した。又、中国

での現地生産モデル「ＮＶ２００」に最廉価バージョンを追加した。 

  

③新技術の開発状況 

 新技術開発については、資源と優先度、重要性を勘案して年度毎にテーマを決め開発を進めてい

る。具体的には、環境対応技術開発、商品力向上技術開発、等を重点項目として取組んでいる。 

  

当社グループは、今後とも「より安全で環境に優しい“クルマづくり”」を目指し、開発活動を積極

的に推進する。 

 当第３四半期連結会計期間における研究開発費は30億円（自動車関連事業）である。 
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第３ 【設備の状況】 

(1) 主要な設備の状況 

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。 

  

  

(2) 設備の新設、除却等の計画 

当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、

除却等について、重要な変更はない。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売

却等の計画はない。 
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第４ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

 
  

② 【発行済株式】 

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項なし。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項なし。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項なし。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 
  

(6) 【大株主の状況】 

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握していな

い。 

  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 400,000,000 

計 400,000,000 

種類
第３四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成22年12月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成23年２月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 157,239,691 157,239,691 
東京証券取引所
(市場第一部) 

単元株式数 1,000株

計 157,239,691 157,239,691 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成22年10月１日～ 
平成22年12月31日 

― 157,239 ― 7,904 ― 8,317 
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(7) 【議決権の状況】 

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載

することができないので、直前の基準日である平成22年９月30日の株主名簿により記載している。  

  

① 【発行済株式】 

平成22年９月30日現在 

 
  

② 【自己株式等】 

平成22年９月30日現在 

 
  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 
(注) 最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

  

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はない。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 

899,000 
― ―

完全議決権株式(その他) 
普通株式

156,034,000 
156,034 ―

単元未満株式 
普通株式

306,691 
― 一単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 157,239,691 ― ― 

総株主の議決権 ― 156,034 ― 

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
日産車体㈱ 

神奈川県平塚市天沼
10番１号 899,000 ― 899,000 0.57 

計 ― 899,000 ― 899,000 0.57 

２ 【株価の推移】

月別
平成22年 
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 754 699 633 620 621 612 645 688 725 

最低(円) 692 570 559 558 545 560 561 598 656 

３ 【役員の状況】
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第５ 【経理の状況】 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成している。 

なお、前第３四半期連結会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び前第３四半期連結

累計期間(平成21年４月１日から平成21年12月31日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、

当第３四半期連結会計期間(平成22年10月１日から平成22年12月31日まで)及び当第３四半期連結累計期間

(平成22年４月１日から平成22年12月31日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

いる。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間(平成21年10月

１日から平成21年12月31日まで)及び前第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年12月31日

まで)に係る四半期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間(平成22年10月１日から平成22年12月31

日まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22年12月31日まで)に係る四半期連結

財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けている。 

  

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

２．監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】 
 (1)【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,788 2,359

受取手形及び売掛金 ※４  74,790 70,445

仕掛品 7,384 6,396

原材料及び貯蔵品 2,566 2,529

預け金 49,207 55,975

その他 8,371 9,599

貸倒引当金 △14 △15

流動資産合計 144,094 147,290

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 18,824 19,901

機械装置及び運搬具（純額） 33,851 36,875

工具、器具及び備品（純額） 49,351 38,140

土地 18,394 18,394

建設仮勘定 1,698 2,010

有形固定資産合計 ※１  122,120 ※１  115,322

無形固定資産 1,695 1,920

投資その他の資産 ※３  4,923 ※３  4,932

固定資産合計 128,739 122,174

資産合計 272,834 269,464
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※４  60,587 57,728

未払法人税等 1,504 8,258

製品保証引当金 438 573

その他 38,877 40,255

流動負債合計 101,407 106,816

固定負債   

製品保証引当金 674 800

退職給付引当金 6,814 6,502

役員退職慰労引当金 96 97

その他 11,824 11,127

固定負債合計 19,410 18,528

負債合計 120,817 125,344

純資産の部   

株主資本   

資本金 7,904 7,904

資本剰余金 8,517 8,517

利益剰余金 136,076 128,177

自己株式 △481 △479

株主資本合計 152,017 144,120

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △1 △0

評価・換算差額等合計 △1 △0

純資産合計 152,016 144,120

負債純資産合計 272,834 269,464
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 (2)【四半期連結損益計算書】 
  【第３四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

売上高 295,529 405,193

売上原価 270,708 380,317

売上総利益 24,821 24,876

販売費及び一般管理費 ※１  5,140 ※１  5,483

営業利益 19,680 19,392

営業外収益   

受取利息 340 96

固定資産賃貸料 156 168

その他 74 97

営業外収益合計 572 362

営業外費用   

支払利息 70 67

退職給付会計基準変更時差異の処理額 561 561

子会社開業準備費用 2,200 －

その他 109 104

営業外費用合計 2,942 732

経常利益 17,310 19,022

特別利益   

固定資産売却益 3 8

その他 － 0

特別利益合計 3 9

特別損失   

固定資産除却損 53 87

減損損失 1,321 679

退職特別加算金 2,392 1,327

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 1,799

その他 0 182

特別損失合計 3,767 4,077

税金等調整前四半期純利益 13,546 14,954

法人税等 ※２  6,181 ※２  5,648

少数株主損益調整前四半期純利益 － 9,306

四半期純利益 7,364 9,306
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  【第３四半期連結会計期間】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結会計期間 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成22年10月１日 
 至 平成22年12月31日) 

売上高 117,781 122,530

売上原価 105,536 116,770

売上総利益 12,244 5,760

販売費及び一般管理費 ※１  1,870 ※１  1,787

営業利益 10,374 3,972

営業外収益   

受取利息 75 24

固定資産賃貸料 52 55

その他 29 26

営業外収益合計 157 106

営業外費用   

支払利息 22 23

退職給付会計基準変更時差異の処理額 187 187

子会社開業準備費用 979 －

その他 35 34

営業外費用合計 1,224 245

経常利益 9,306 3,833

特別利益   

固定資産売却益 0 8

その他 － 0

特別利益合計 0 8

特別損失   

固定資産除却損 16 43

減損損失 － 395

退職特別加算金 2,392 69

その他 － 25

特別損失合計 2,408 533

税金等調整前四半期純利益 6,898 3,308

法人税等 ※２  2,964 ※２  656

少数株主損益調整前四半期純利益 － 2,652

四半期純利益 3,933 2,652
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 (3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 13,546 14,954

減価償却費 11,782 17,506

減損損失 1,321 679

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 1,799

退職給付引当金の増減額（△は減少） 720 312

受取利息及び受取配当金 △343 △99

支払利息 70 67

固定資産売却損益（△は益） △2 △1

固定資産除却損 53 87

売上債権の増減額（△は増加） △13,612 △4,345

たな卸資産の増減額（△は増加） △403 △1,027

仕入債務の増減額（△は減少） 11,228 2,859

その他 △1,805 △5,614

小計 22,555 27,178

利息及び配当金の受取額 377 109

利息の支払額 △77 △73

法人税等の支払額 △5,943 △12,509

営業活動によるキャッシュ・フロー 16,911 14,705

投資活動によるキャッシュ・フロー   

固定資産の取得による支出 △20,547 △5,141

固定資産の売却による収入 13 30

貸付けによる支出 △43 －

貸付金の回収による収入 51 1

その他 77 48

投資活動によるキャッシュ・フロー △20,448 △5,060

財務活動によるキャッシュ・フロー   

配当金の支払額 △1,406 △1,407

自己株式の取得による支出 △1 △2

ストックオプションの行使による収入 22 －

リース債務の返済による支出 △4,875 △15,575

財務活動によるキャッシュ・フロー △6,261 △16,984

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △9,798 △7,339

現金及び現金同等物の期首残高 60,055 58,335

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１  50,257 ※１  50,995

― 15 ―



【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

 
  

【表示方法の変更】 

 
  

 
  

【簡便な会計処理】 

 
  

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 

 
  

  

 
当第３四半期連結累計期間 

(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日)

会計処理基準に関する事項の変更 資産除去債務に関する会計基準の適用 

 第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」

（企業会計基準第18号 平成20年3月31日）及び「資産除去債務に関

する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年

3月31日）を適用している。これにより、当第３四半期連結累計期間

の営業利益が32百万円、経常利益が41百万円、税金等調整前四半期純

利益が1,841百万円それぞれ減少している。また、当会計基準等の適

用開始による資産除去債務の変動額は1,897百万円である。 

当第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日)

(四半期連結損益計算書関係) 

「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号  平成20年12月26日)に基づく財務諸表等規則等の一

部を改正する内閣府令(平成21年３月24日  内閣府令第５号)の適用により、当第３四半期連結累計期間では、

「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示している。 

当第３四半期連結会計期間
(自  平成22年10月１日  至  平成22年12月31日)

(四半期連結損益計算書関係) 

「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号  平成20年12月26日)に基づく財務諸表等規則等の一

部を改正する内閣府令(平成21年３月24日  内閣府令第５号)の適用により、当第３四半期連結会計期間では、

「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示している。 

 (自 平成22年４月１日 
至 平成22年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間

法人税等並びに繰延税金資産及び

繰延税金負債の算定方法 

 

 繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降

に経営環境等、又は、一時差異等の発生状況に著しい変化が認められた

場合には、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタック

ス・プランニングに当該著しい変化の影響を加味したものを利用する方

法によっている。 

 (自 平成22年４月１日 
至 平成22年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間

税金費用の計算 

 
 税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度

の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見

積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算している。 

なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示している。 
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【注記事項】 

(四半期連結貸借対照表関係) 

 
  

(四半期連結損益計算書関係) 

第３四半期連結累計期間 

 
  

第３四半期連結会計期間 

当第３四半期連結会計期間末 
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末 
(平成22年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、256,313百万

円である。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、244,703百万

円である。 

 ２ 保証債務 

   従業員の銀行からの借入金(住宅資金)5,654百万円

について債務保証をしている。 

 ２ 保証債務 

  従業員の銀行からの借入金(住宅資金)6,788百万円

について債務保証をしている。 

※３ 資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額 

 
投資その他の資産 73百万円

※３ 資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額 

 
投資その他の資産 77百万円

※４ 第３四半期連結会計期間末日の満期手形の会計処

理については、手形交換日をもって決済処理してい

る。 

 なお、当第３四半期連結会計期間の末日は金融機

関の休日であったため、次の期末日満期手形が期末

残高に含まれている。 

 

受取手形 2百万円

支払手形 174 〃

 

          ――――――――― 

 

(自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日) 

前第３四半期連結累計期間 当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日)

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりである。 

 
※２ 当第３四半期連結累計期間に係る税金費用につい

ては、四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理

により計算しているため、法人税等調整額は「法人

税等」に含めて表示している。 

給料手当 2,375百万円

製品保証引当金繰入額 118 〃 

退職給付費用 128 〃 

 

 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりである。 

 

※２ 同左 

給料手当 2,410百万円

製品保証引当金繰入額 165 〃 

退職給付費用 83 〃 

 

 

(自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日) 

前第３四半期連結会計期間 当第３四半期連結会計期間 
(自 平成22年10月１日 
 至 平成22年12月31日)

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりである。 

 
※２ 当第３四半期連結会計期間に係る税金費用につい

ては、四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理

により計算しているため、法人税等調整額は「法人

税等」に含めて表示している。 

給料手当 910百万円

製品保証引当金繰入額 85 〃 

退職給付費用 33 〃 

 

 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりである。 

 

※２ 同左 

給料手当 854百万円

製品保証引当金繰入額 △6 〃 

退職給付費用 34 〃 
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

 
  

(株主資本等関係) 

当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間(自 平成22年４月１

日 至 平成22年12月31日) 

１ 発行済株式の種類及び総数 

 
  
２ 自己株式の種類及び株式数 

 
  
３ 新株予約権等に関する事項 

  該当事項なし。 
  

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  

 (2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の

効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの 

  該当事項なし。 

  

５ 株主資本の著しい変動に関する事項 

   該当事項なし。 

  

(自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日) 

前第３四半期連結累計期間 当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日)

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成21年12月31日現在） 

   

現金及び預金 1,836百万円

預け金 48,421 〃 

現金及び現金同等物 50,257 〃 

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成22年12月31日現在） 

 

現金及び預金 1,788百万円

預け金 49,207 〃 

現金及び現金同等物 50,995 〃 
 

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 157,239,691 

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 901,330 

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成22年６月29日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 703 4.50 平成22年３月31日 平成22年６月30日

平成22年11月４日 
取締役会 

普通株式 利益剰余金 703 4.50 平成22年９月30日 平成22年12月１日
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(セグメント情報等) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前第３四半期連結会計期間(自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日)及び前第３四半期連結累計期

間(自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日) 

全セグメントの売上高の合計及び営業利益の合計額に占める「自動車関連事業」の割合がいずれも

90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略している。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前第３四半期連結会計期間(自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日)及び前第３四半期連結累計期

間(自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日) 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社がないため、該当はない。 

  

【海外売上高】 

前第３四半期連結会計期間(自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日)及び前第３四半期連結累計期

間(自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日) 

 海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略している。 

  

【セグメント情報】 

１．報告セグメントの概要 

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であ

り、取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となってい

るものである。 

当社グループは、提出会社と一部の連結子会社が営む「自動車関連事業」を報告セグメントとしてい

る。 

  

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

当第３四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日) 

 
(注) １ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、設備メンテナンス業、情報処理事

業、人材派遣業を含んでいる。 

２ セグメント利益の調整額23百万円は、セグメント間の内部売上高5,972百万円及び内部営業費用5,995百万円

の消去である。 

３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。 

  

  (単位：百万円)

 

報告セグメント

その他 合計 調整額
四半期連結損益
計算書計上額

自動車関連

売上高   

  外部顧客への売上高 401,165 4,028 405,193 ― 405,193 

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高 

― 5,972 5,972 △5,972 ―

計 401,165 10,000 411,166 △5,972 405,193 

セグメント利益 18,890 479 19,369 23 19,392 
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当第３四半期連結会計期間(自  平成22年10月１日  至  平成22年12月31日) 

 
(注) １ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、設備メンテナンス業、情報処理事

業、人材派遣業を含んでいる。 

２ セグメント利益の調整額△0百万円は、セグメント間の内部売上高2,086百万円及び内部営業費用△2,085百

万円の消去である。 

３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。 

  

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

  該当事項なし。 

  

(追加情報) 

第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号  平成

21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号

 平成20年３月21日)を適用している。 

  

(金融商品関係) 

当第３四半期連結会計期間末(平成22年12月31日) 

金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変

動はない。 

  

(有価証券関係) 

当第３四半期連結会計期間末(平成22年12月31日) 

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変

動がない。 

  

(デリバティブ取引関係) 

当第３四半期連結会計期間末(平成22年12月31日) 

当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はない。 

  

(ストック・オプション等関係) 

当第３四半期連結会計期間(自 平成22年10月１日 至 平成22年12月31日) 

ストック・オプションを付与していないため、該当はない。 

  (単位：百万円)

 

報告セグメント

その他 合計 調整額
四半期連結損益
計算書計上額

自動車関連

売上高   

  外部顧客への売上高 121,155 1,375 122,530 ― 122,530 

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高 

― 2,086 2,086 △2,086 ―

計 121,155 3,461 124,616 △2,086 122,530 

セグメント利益 3,892 80 3,972 △0 3,972 
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(１株当たり情報) 

１  １株当たり純資産額 

 
  
２  １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 

第３四半期連結累計期間 

 
(注) １ 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、前第３四半期連結累計期間は希薄化効果を有して

いる潜在株式が存在しないため、当第３四半期連結累計期間は潜在株式が存在しないため記載していない。

２ １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎 

 
  

第３四半期連結会計期間 

 
(注) １ 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していない。 

２ １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎 

 
  

当第３四半期連結会計期間末 
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末 
(平成22年３月31日)

  

１株当たり純資産額 972円36銭
 

１株当たり純資産額 921円83銭

(自  平成21年４月１日 
至  平成21年12月31日) 

前第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日 
至  平成22年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間

１株当たり四半期純利益金額 47円11銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ―
 

１株当たり四半期純利益金額 59円53銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ―

項目 (自  平成21年４月１日 
至  平成21年12月31日) 

前第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日 
至  平成22年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間

１株当たり四半期純利益金額 

四半期純利益(百万円) 7,364 9,306 

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 7,364 9,306 

普通株式の期中平均株式数(千株) 156,334 156,340 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益金額の算定に含まれなかった
潜在株式について前連結会計年度末から重要な変
動がある場合の概要 

― ―

(自  平成21年10月１日 
至  平成21年12月31日) 

前第３四半期連結会計期間
(自  平成22年10月１日 
至  平成22年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間

１株当たり四半期純利益金額 25円16銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ―
 

１株当たり四半期純利益金額 16円96銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ―

項目 (自  平成21年10月１日 
至  平成21年12月31日) 

前第３四半期連結会計期間
(自  平成22年10月１日 
至  平成22年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間

１株当たり四半期純利益金額 

四半期純利益(百万円) 3,933 2,652 

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 3,933 2,652 

普通株式の期中平均株式数(千株) 156,343 156,339 
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(重要な後発事象) 

該当事項なし。 

  

平成22年11月４日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議した。 

① 中間配当による配当金の総額…………………………………………………… 703百万円 

② １株当たりの金額…………………………………………………………………… ４円50銭 

③ 支払請求の効力発生日及び支払開始日………………………………… 平成22年12月１日 

(注) 平成22年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し支払を行う。 

  

２ 【その他】
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし。 
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平成22年２月９日

日産車体株式会社 

取締役会 御中 

  
 

  
  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日

産車体株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間

(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21

年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及

び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明すること

にある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日産車体株式会社及び連結子会社の平成21

年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の

経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる

事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  
以 上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士  太 田 建 司    ㊞ 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士  堀     健    ㊞ 

(注) １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 





  
平成23年２月９日

日産車体株式会社 

取締役会 御中 

  
 

  
  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日

産車体株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間

(平成22年10月１日から平成22年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22

年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及

び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明すること

にある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

  
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日産車体株式会社及び連結子会社の平成22

年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の

経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる

事項が、すべての重要な点において認められなかった。 

  

追記情報 

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載されているとおり、会社は第

１四半期連結会計期間より資産除去債務に関する会計基準を適用している。 

  

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  
以 上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士  太 田 建 司    ㊞ 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士  堀     健    ㊞ 

(注) １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 





 
  

【表紙】 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成23年２月10日 

【会社名】 日産車体株式会社 

【英訳名】 NISSAN SHATAI CO.,LTD. 

【代表者の役職氏名】 取締役社長 渡辺 義章 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 神奈川県平塚市天沼10番１号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

 

 



当社取締役社長渡辺義章は、当社の第88期第３四半期(自 平成22年10月１日 至 平成22年12月31日)

の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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